
2025年主要文献目録 　（2025年刊行の文献を掲載対象としている）

国際法

著書
青木 節子、中谷 和弘、菊地 耕
一、宇宙航空研究開発機構総
務部法務・コンプライアンス課
（編）

宇宙法の位相 信山社

赤星 聖、小林 綾子、政所 大
輔、宇治 梓紗、松村 尚子、大
道寺 隆也（編著）

国際機構論：理論と活動 法律文化社

浅倉 むつ子 尊厳の平等という未来へ(学術選書267) 信山社
浅野 有紀、原田 大樹、藤谷 武
史、横溝 大 （編著）

グローバル法・国家法・ローカル法 弘文堂

浅田 正彦(編著) 国際法 第6版 東信堂
浅田 正彦（編集代表） ベーシック条約集 2025 東信堂
浅田 正彦、植木 俊哉、尾崎 久
仁子(編)

国家と海洋の国際法・柳井俊二先生米寿記念(上巻) 信山社

浅田 正彦、植木 俊哉、尾崎 久
仁子(編)

国家と海洋の国際法・柳井俊二先生米寿記念(下巻) 信山社

阿部 克則、堀口 健夫 グラフィック国際法入門（グラフィック〈法学〉８） 新世社
飯田 順三、王 志安 国際法入門：世界市民へのパスポート 八千代出版
植木 俊哉、中谷 和弘（編集代
表）

国際条約集 2025年版 有斐閣

小坂田 裕子、齋藤 民徒、谷口 
洋幸、棟居 徳子（編）

アクティブラーニング国際人権法：学び、考える日本の実践 法律文化社

風木 淳 経済安全保障と宇宙開発 信山社
加藤 信行、植木 俊哉、森川 幸
一、真山 全、酒井 啓亘、立松 
美也子（編著）

ビジュアルテキスト国際法 第４版 有斐閣

斉藤 博 国際著作権界の軌跡 弘文堂
佐藤 哲夫、渡辺 豊、中西 優美
子（編）

18歳からはじめる国際法 法律文化社

佐藤 義明 国際司法裁判所 東京大学出版会
ジャン・ピクテ（原著），井上 忠
男（訳）

［新版］国際人道法の発展と諸原則 東信堂

瀬田 真 海洋法 弘文堂
髙宅 茂 難民条約と庇護法制：庇護制度の変遷と令和5年改正入管法 日本加除出版
竹内 悠 商業宇宙活動と国際法 信山社
中谷 和弘、菅原 貴与志（編） 航空法学 信山社

＊国際法、国際私法の雑誌名は原則として法律編集者懇話会のものを使用した。略語表は『法律関係８学会共通会員名簿』又は『法律時報』97巻13号（2025年12月）を参照。



中谷 和弘（著、監修），浅田 正
彦（監修）

続・もう一つの国際仲裁と国際調停（国際法・外交ブックレット７） 東信堂

中野 徹也 条約法 法律文化社
中村 民雄（編） EU法の参照可能性 信山社
西 平等（編著） 紛争が戦争とならないために：国際法による制御の可能性 日本評論社
日本弁護士連合会国際人権問
題委員会（編）

詳説　ビジネスと人権［第２版］ 現代人文社

長谷川 晃、酒匂 一郎、河見 
誠、中山 竜一（編）

法の理論43　特集《戦争法の現実》 成文堂

東澤 靖 国際人道法講義［第２版］ 東信堂
福永 有夏 世界貿易機関（WTO）の現状と展望：ルールに基づく多角的貿易体制は終焉したか（国際法・外交ブックレット） 東信堂
松元 雅和（編著） 正義が勝つのか？：戦争の法と哲学 信山社
村角 愛佳 なぜ「同意に基づく武力行使」が正当化されるのか：理論と実行からの探求 京都大学学術出版会
北村 朋史、田中 佐代子、若狭 
彰室、藤澤 巌、森 肇志（編）

国際法で世界がわかる 新版 岩波書店

森田 章夫、寺谷 広司、吉田 
脩、岩月 直樹（編）

国際法の理論と実現（岩沢雄司先生古稀記念） 信山社

薬師寺 公夫、小畑 郁（編） 移住労働者とその家族の人権：国際基準に基づく法基盤整備をめざして 信山社
Kyo Arai Prolonged Occupation through Law: Architecture of Provisionality in Okinawa Routledge

判例・判例評釈

［国際司法裁判所］
一之瀬 高博 シララ川水域の地位および利用に関する紛争：（チリ対ボリビア）国際司法裁判所2022年12月１日判決 『環境問題とエネルギー法政策』
石塚 智佐 判例研究 国際司法裁判所 ガザ地区におけるジェノサイド条約の適用事件 : 南アフリカ対イスラエル[暫定措置命令2024.1.26 

他]
国際124.2

稲角 光恵 判例研究 国際司法裁判所 ジェノサイドの防止および処罰に関する条約の適用事件(ボスニア・ヘルツェゴビナ対セルビア・モ
ンテネグロ)[本案判決2007.2.26]

国際124.1

岩月 直樹 気候変動に関する国の義務：国際司法裁判所・勧告的意見（2025 年 7 月 23 日） 『WTOパネル・上級委員会報告書に
関する調査報告書（2025年度版）』

岡松 暁子 気候変動と国際法に関する小島嶼国委員会により付託された勧告的意見（国際海洋法裁判所勧告的意見2024年５月21日
（第31号事件）

環境法研究50

高柴 優貴子 判例研究 国際司法裁判所 ジェノサイドの防止および処罰に関する条約の下でのジェノサイドの主張事件(ウクライナ対ロシア 
: 32カ国訴訟参加)[先決的抗弁判決2024.2.2]

国際124.3

竹村 仁美 判例研究 国際司法裁判所 ジェノサイドの防止および処罰に関する条約の適用事件 : クロアチア対セルビア[本案判決
2015.2.3]

国際124.2

西本 健太郎 気候変動に関する国連海洋法条約上の義務（国際海洋法裁2024・5・21勧告的意見） 令和6年度重要判例解説
西本 健太郎 判例研究 国際海洋法裁判所 気候変動と国際法に関する小島嶼国委員会による勧告的意見の要請[勧告的意見2024.5.21] 国際124.2
許 淑娟 国際司法裁判所 延長大陸棚の境界画定事件(ニカラグア対コロンビア)[判決2023.7.13] 国際124.3
堀口 健夫 気候変動に関する国家の義務についての国際司法裁判所の勧告的意見 NBL1304
毛利 陽人 国際司法裁判所 スーダンにおけるジェノサイド条約適用事件（スーダン対UAE）（仮保全措置命令・2025年5月5日） 一研50.3
若狭 彰室、今岡 奏帆 テロ資金供与防止条約と人種差別撤廃条約の適用事件(ウクライナ対ロシア)：本案判決(国際司法裁判所2024年1月31日) 国際法研究15
和仁 健太郎 判例研究 国際司法裁判所 東エルサレムを含む被占領パレスチナ地域におけるイスラエルの政策および慣行から生ずる法的

結果（勧告的意見・2024年7月19日）
国際124.3



李　禎之 東エルサレムを含むパレスチナ被占領地域におけるイスラエルの政策および慣行から生じる法的帰結事件（国際司法裁判
所・勧告的意見2024年７月19日）〈判例紹介〉

国際人権36

［ＥU裁判所］
石戸 信平 ICSID条約廃棄後の仲裁申立てに関して仲裁管轄権が肯定された事例（投資協定仲裁判断例研究（175）） JCA72.4
加納 昌彦 プロバイダの役割と責任―フェイスブック事件と17条取消請求事件 EU法研究16
川村 真理 保護者のいない未成年庇護申請者の権利：子どもの最善の利益・未成年推定原則と条約8条［ダルボーおよびカマラ判決 

Darboe and Camara v. Italy, 21 July 2022］
人権判例報9

桑原 康行 代理商指令における代理商の独立性〈EU企業法判例研究313〉 際商53.4
後藤 究 教員の事前同意を得ることなく行われる公立学校でのライプストリーミング授業とEU一般データ保護規則第88条の解釈《EU企

業法判例研究312》
際商53.3

橋本 陽子 非就労者の受入国における社会保障給付の受給権：Dano事件の見直しか？：EU司法裁判所2021年７月15日大法廷先決裁
定(Case C-709/20, The Department for Communities in Northern Ireland, EU：C：2021：602)

早比58.3

増沢 陽子 予防原則の適用と「便益と費用の検討」―Arysta LifeScience事件司法裁判所判決 EU法研究16

［その他の国際裁判所］
秋山 肇 国籍国に戻る権利に伴う領域外への「管轄」拡大：条約締結国国民の他国における非人道的収容からの連れ戻し要請拒否

［H. F.対フランス判決 H.F. and others v. France, 14 September 2022（大法廷）］
人権判例報9

阿部 紀恵 気候変動に対する人権アプローチ（欧州人権裁2024・4・9大法廷判決） 令和6年度重要判例解説
阿部 紀恵 団体による申立が可能となる論理と緩和策を実施する義務の内容［クリマセニョリネン判決 Verein KlimaSeniorinnen Schweiz 

and others v. Switzerland, 9 April 2024］
人権判例報10

阿部 浩己 女性に対する暴力とフェミサイド：通報番号75/2014 国際女性38
有江 ディアナ 深刻な環境汚染に伴う住民の健康被害と国家責任：ラ・オロヤ住民対ペルー事件（米州人権裁判所2023年11月27日判決

（2024年３月22日公表））
国際人権36

今井 雅子 DV被害者の生命を保護する国の積極的義務［DVの特別な文脈におけるオスマン・テストの適用：クルト判決 Kurt v. Austria, 
15 June 2021（大法廷）］

人権判例報10

井上 秀典 Verein KlimaSeniorinnen Schweiz and Others v. Switzerland 事件（ヨーロッパ人権裁判所判決2024年４月９日（application no. 
53600/20））

環境法研究50

猪瀬 貴道 投資受入国国籍を有する重国籍者についての実効的国籍基準の適用とNAFTA第1116条・ 第1117条の解釈［ICSID Case No. 
UNCT/18/4］（投資協定仲裁判断例研究（176））

JCA72.5

上野 一英 EU ― インドネシア産ステンレス冷延鋼板に対する CVD・AD 措置(2025 年 10 月 2 日加盟国配布、EU が上訴) 『WTOパネル・上級委員会報告書に
関する調査報告書（2025年度版）』

近江 美保 DVへの対応とこの親権決定に関するジェンダー・ステレオタイプの影響：通報番号103/2016 国際女性38
小坂田 裕子、木村 ひとみ 先住民族の権利と気候変動に関する自由権規約委員会による事例紹介：Daniel Billy他対オーストラリア《判例研究》 中央ロー21.3
川眞田 嘉壽子 武力紛争下の性暴力：通報番号16/2017 国際女性38
北島 佑樹 コソボ専門裁判部(KSC)の性格と適用法、戦争犯罪としての殺人における因果関係の基準と第三者の介在行為―非国際的武

力紛争における恣意的拘禁の戦争犯罪該当性：コソポ専門裁判部ムスタファ事件控訴審パネル判決(2023年12月14日)
国際法研究15

北村 朋史 USMCAサンマルティン鉱山における労働者の権利に関する措置（米国・メキシコ） 『WTOパネル・上級委員会報告書に
関する調査報告書（2024年度版）』

北村 理依子 性生活に関する個人情報の収集と保管：男性同性愛者としての登録による献血拒否［ドゥレロン判決 Drelon v. France, 8 
September 2022］

人権判例報9

木村 ひとみ 気候緊急事態に対応する国家の義務に関する米州人権裁判所(IACtHR)勧告的意見OC-32/25 環境管理61.10
久保田 隆 外国政府職員等の刑事裁判権からの事後的免除と人道に対する犯罪としての奴隷化 判時2608号
小林 真記 「生命に対する権利」と安楽死法：国内法に基づき実施された安楽死のヨーロッパ人権条約適合性［モルティエ判決 Mortier v. 

Belgium, 4 October 2022］
人権判例報9



近藤 亮作 (米国)1974年通商法301条に基づく対中追加関税措置の4年後法定レビュー〈WTOアンチダンピング等最新判例解説115〉 際商53.1
佐古田 彰 国際海洋法裁判所「気候変動事件」（第31号事件）勧告的意見(3) 西南57.3=4
佐古田 彰 国際海洋法裁判所「気候変動事件」（第31号事件）勧告的意見(4・完) 西南58.1
佐古田 彰 国際海洋法裁判所「モーリシャス／モルディブ海洋境界画定事件」（第28号事件）先決的抗弁判決(3) 西南57.3=4
佐古田 彰 国際海洋法裁判所「モーリシャス／モルディブ海洋境界画定事件」（第28号事件）先決的抗弁判決(4・完) 西南58.1
里見 佳香 仮釈放のない終身刑と条約3条・7条：仮釈放のある終身刑から仮釈放のない終身刑への実質的変更は「より重い刑罰」となる

［クピンスキー判決 Kupinskyy v. Ukraine, 10 November 2022］
人権判例報9

實原 隆志 オンラインアーカイブ記事の匿名化命令と条約10条［匿名化命令の正当性を判断するための指標：ハーベイン判決 Hurbain v. 
Belgium, 4 July 2023（大法廷）］

人権判例報10

篠原 翼 スポーツにおけるヨーロッパ人権条約に基づく実体的権利の保障の可能性：Michel Platini c. Suisse決定 筑波95
清水 茉莉 ロイヤルティレート等の変更の遡及適用について公正衡平待遇義務違反を認め、かつ、将来の損害の賠償請求を認容した事

例（投資協定仲裁判断例研究（177））
JCA72.6

須網 隆夫 裁判官の独立：法の支配と裁判官任命手続［グルゼダ判決 Grzęda v. Poland, 15 March 2022（大法廷）］ 人権判例報9
杉木 志帆 武力紛争におけるヨーロッパ人権条約の領域外適用：分離主義勢力への支援を通した地域に対する実効的支配とその法的

効果［ウクライナおよびオランダ対ロシア決定 Ukraine and the Netherlands v. Russia, Decision, 30 November 2022（大法廷）］
人権判例報10

杉原 周治 放送免許の取消しと放送事業者の表現の自由：放送番組の内部的多元性の欠如を理由とする放送免許の取消し［NIT対モル
ドバ判決 NIT S.R.L. v. the Republic of Moldova, 5 April 2022（大法廷）］

人権判例報9

鈴木 孟 「法なくして犯罪なし」の原則と残余規定―刑事責任阻却事由としての圧迫：オングウェン事件上訴審判決(2022年12月15日) 国際法研究15
竹内 徹 ヨーロッパ人権裁判所判決の不履行：不当な逮捕・勾留から人権擁護者を解放するよう命じた判決の履行拒否［カバラ判決

（不履行確認訴訟） Kavala v. Trkiye（Art. 46）, 11 July 2022（大法廷）］
人権判例報9

谷口 洋幸 女性同士の性行為を処罰する刑法規定の条約適合性：通報番号134/2018 国際女性38
中坂 恵美子 一時的保護の受益者の家族再統合に課せられた待機期間の条約適合性［公正な均衡評価における国内立法府および司法

府の審査の質：M.A. 対デンマーク判決 M.A. v. Denmark, 9 July 2021（大法廷）］
人権判例報10

長澤 宏 ICC規程締約国による非締約国国家元首の逮捕・引渡しにかかる協力義務：ウクライナに関する事態（国際刑事裁判所
(ICC)2024年10月24日第二予審裁判部協力義務違反認定）〈判例紹介〉

国際人権36

中島 洋樹 税務調査における文書提出と自己負罪拒否特権：提出を強制された文書に基づく反則金賦課決定と公正な裁判を受ける権利
［デ・レジェ判決 de Leg v. the Netherlands, 4 October 2022］

人権判例報9

中西 優美子 EU欧州逮捕状枠組決定にかかわる同等の保護の推定：EAWに基づく引渡し（surrender）審査基準［ビボラルおよびモルドヴァ
ン判決 Bivolaru and Moldovan v. France, 25 March 2021］

人権判例報10

奈須 祐治 人種プロファイリングの限界：人種プロファイリングは私生活の尊重を受ける権利・法の下の平等を侵害するか？［ムハンマド
判決およびバス判決 Muhammad v. Spain, 18 October 2022; Basu v. Germany, 18 October 2022］

人権判例報9

二杉 健斗 投資協定中の安全保障例外条項が自己判断条項とされた事例（投資協定仲裁判断例研究（174）） JCA72.3
根岸 陽太 気候緊急事態に関する米州人権裁判所の勧告的意見：生きられた経験に根差した米州公序の規範的指針 YOL L2510006
橋爪 英輔 女性の胸の露出を伴う政治的表現の自由と条約10条：フェミニズム活動へのフランスの性的展示罪の適用をめぐって［ブトン

判決 Bouton v. France, 13 October 2022］
人権判例報9

平見 健太 豪州―中国産品に対するAD／CVD措置（WTO パネル報告、WT/DS603/R、2024 年 4 ⽉ 26 ⽇採択） 『WTOパネル・上級委員会報告書に
関する調査報告書（2024年度版）』

藤井 康次郎 （EU）欧州の直面する課題，近時の規制動向と貿易救済等の通商規制の役割〈WTOアンチダンピング等最新判例解説124〉 際商53.10
平家 正博 (EU)中国産バッテリー電気自動車に対する補助金相殺関税調査〈WTOアンチダンピング等最新判例解説118〉 際商53.4
前田 直子 拷問に対する不処罰禁止と時効：拷問犯罪に対する時効適用可能性に関するアルメニア裁判所の諮問に基づく勧告的意見

［ヴィラビアン勧告的意見 Advisory opinion on the applicability of statutes of limitation to the prosecution, conviction and 
punishment in respect of an offence constituting, in substance, an act of torture, requested by the Armenian Court of 
Cassation, 26 April 2022（大法廷）］

人権判例報9

水島 朋則 カナダの乳製品関税割当配分措置事件〔第2事件（2023 年）〕（USMCA 協定） 『WTOパネル・上級委員会報告書に
関する調査報告書（2024年度版）』



南野 佳代 旧日本軍性奴隷被害者に対する補償：通報番号155/2020 国際女性38
安原 陽平 教育における私的生活の尊重への権利と国家の積極的義務［学校におけるあらゆる暴力や虐待に対するゼロトレランスの確

立：F.O.対クロアチア判決 F.O. v. Croatia, 22 April 2021
人権判例報10

山下 由紀 ドメスティック・バイオレンスにおける警察と司法の不作為・通報番号106/2016 国際女性38
山本 龍彦 DNAプロファイルを含む生体認証データのデータベース化と私生活の尊重：罪を認めた者の生体認証データの警察による長

期保管と比例原則［ゴーラン判決 Gaughran v. the United Kingdom, 13 February 2020］
人権判例報9

横山 誉、クリスチャン、ガロリー
ニ

イタリア再生可能エネルギー事案：太陽光発電に関する最低買取価格と奨励関税の減額は ECT第10条第１項「安定性」要件
に違反しないとされた事例（投資協定仲裁判断例研究（173） ）

JCA72.2

［国内裁判所］
秋山 肇 同性愛者に対する難民不認定処分の取り消し［大阪地方裁判所令和6年7月4日判決(LEX/DB25620544）］ 新・判例解説Watch国際公法No.61
有江 ディアナ 深刻な環境汚染に伴う住民の健康被害と国家責任：ラ・オロヤ住民対ペルー事件（米州人権裁判所2023年11月27日判決

（2024年3月22日公表））
国際人権36

安藤 由香里 特定の民族としてのロヒンギャ申請者の難民該当性（名古屋高判令和6・1・25） 令和6年度重要判例解説
近江 美保 旧優生保護法最高裁違憲判決――国際人権法の視点から［最高裁判所大法廷令和6年7月3日判決(LEX/DB25573621）］ 新・判例解説Watch国際公法No.62
大塚 翔吾 海外渡航の自由に関する最近の裁判例＜令2(行ウ)131＞ 駒沢ロー21
加藤 紫帆 外国政府機関に対する地位確認等請求について裁判権免除を認めた事例 リマークス70
加藤 雄大 性的指向という特性の意義とその社会的認識との分裂――難民不認定処分取消等請求事件（大阪地方裁判所2024(令和6)

年7月4日判決）
国際人権36

北村 泰三 同性愛者に対する難民不認定処分取消訴訟（控訴審判決）［大阪高等裁判所令和7年2月27日判決(LEX/DB25622258）］ 新・判例解説Watch国際公法No.63
北村朋史 ベルヌ条約と未承認国の著作物〔北朝鮮事件〕 著作権判例百選第7版
久保田 隆 外国政府職員等の刑事裁判権からの事項的免除と人道に対する犯罪としての奴隷化 判時2608
下村 沙季マリン 性同一性障害特例法による生殖不能要件の憲法適合性と国際人権基準［最高裁判所大法廷令和5年10月25日決定

(LEX/DB25573119）］
新・判例解説Watch国際公法No.59

申 惠丰 国籍付与における申請者の無国籍性（名古屋高決令和6・9・11） 令和6年度重要判例解説
新里 宏二 ７月３日最高裁大法廷優生保護法違憲判決 国際人権36
髙田 陽奈子 刑訴法を自由権規約に適合的に解釈し、通訳費用を被告人に負担させてはならないとした判決［大阪高等裁判所令和6年9月

3日判決(LEX/DB25620895）］
新・判例解説Watch国際公法No.60

永井 文也 アイヌ民族の文化享有権（札幌地判令和6・4・18） 令和6年度重要判例解説
中尾 元紀 旧優生保護法強制不妊手術国賠訴訟：最高裁大法廷2024(令和6)年7月3日判決 国際人権36
初川 彬 新生児取り違えと出自を知る権利：国際人権法の視点から［東京地方裁判所令和7年4月21日判決(LEX/DB25622506）］ 新・判例解説Watch国際公法No.64
彦坂 幸伸 刑事に関する共助に関する二国間条約を利用して証人尋問を実施した事例 刑弁121号
横溝 大 タリバンによる制圧後にアフガニスタン人の両親の子として日本で出生した者と国籍法2条3号：名古屋高決令和6・9・11 YOL L2412005

論文
［一般・総論］
青野 健作 「国際法無力論」を再考する 創価女子短期大学紀要56
浅田 正彦 国際法における対世的義務について 『国際法の理論と実現』
岩沢 雄司 国際法の履行確保方法 『国家と海洋の国際法(上巻)』
岩月 直樹 国際義務の一般的分類に関する序論的考察 『国際法の理論と実現』
近江 美保 国際法におけるフェミニスト・アプローチ : 「他者」を作り出さない国際法への視点 国際124.3
小川 裕子 目標以上ガバナンス未満 : SDGsの実効性 国際124.2
小坂田 裕子 先住民族批判法学とは何か 関学75.4
梶田 幸雄 中国のグローバル文明イニシアティブと「法の支配」：ポスト・グローバル化と国際法秩序 新報131.9=10
黒﨑 将広 軍事審問委員会管轄権の「戦争コモン・ロー」的基盤：混迷する米国戦争法理論における国際法と国内法の関係 『国際法の理論と実現』



酒井 啓亘 「国際法」ってなに？：国際社会における法の定立と実現 『国際法で世界がわかる 新版』
櫻井 大三 『チャゴス諸島海洋保護区事件』仲裁判決における禁反言の適用 『国家と海洋の国際法(上巻)』
佐藤 義明 サスティナビリティとSociety5.0：東アジアからみるSDGs 成蹊102
佐藤 義明 国際法と法律家の役割 司法書士642
髙田 陽奈子 夫婦別姓を認めない日本の民法は条約違反？：国内法秩序における国際条約の実施 『国際法で世界がわかる 新版』
玉田 大 当事国間対世的義務の法構造：岩沢説と岩沢意見を手がかりとして 『国際法の理論と実現』
中井 愛子 国際裁判所と国内裁判所はなぜ「対話」するのか：裁判官対話の諸相と諸議論 『国際法の理論と実現』
長岡 さくら 国際法における抗議の再検討について 九州法学会会報2025
中谷 和弘 事務管理の国家間関係における適用可能性 『国家と海洋の国際法(上巻)』
西 平等 リヴァイアサンの意義と挫折：カール・シュミットのホッブズ論 『国家と海洋の国際法(上巻)』
西海 真樹 戦間期国際法学における連帯学派：レオン・ブルジョワとジョルジュ・セルの国際法思想 『国家と海洋の国際法(上巻)』
西村 弓 国際法：作る，使う，守る 法教539
韓 相熙 近代日本におけるヨーロッパ国際法の翻訳(1)：誰が，何を，なぜ 法政92.1
韓 相熙 近代日本におけるヨーロッパ国際法の翻訳(2・完)：誰が，何を，なぜ 法政92.2
平手 賢治 国法的実在主義の自然法論：エルヴァディアンの法理論 『法の理論43』
福井 康人 カットオフ条約交渉開始を目指して：日本の作業文書等を手掛かりに CISTECジャーナル216
バリー・ブザン（著），竹内 雅俊
（訳）

英国学派の概念としての「文明標準」 比雑59.1

藤澤 巌 憲法の域外適用と国際法：ドイツの裁判例を手掛かりに 千葉40.1=2
松井 芳郎 国際法における「文明の基準」の回帰 『国家と海洋の国際法(上巻)』
村瀬 信也 国際法委員会の作業に関する批判的考察・強行規範に関する結論草案を中心に 『国家と海洋の国際法(上巻)』
最上 敏樹 変えるほど、なお原点にとどまり：Plus ça change, plus cʼest la même chose. 現代思想53.2
吉田 脩 国際法における欠缺論の諸相・外交軸との接点と交錯 『国家と海洋の国際法(上巻)』
吉田 脩 国内法秩序と国際法の実現：「実施理論」（Vollzugstheorie）の展開に関する一考察 『国際法の理論と実現』
Masahiko Asada Balancing Immunity and Impunity: Draft Article 1(3) of the ILC’s Draft Articles on the Immunity of State Officials Soochow Law Journal, Vol. 22, No. 

1-2
Masahiko Asada Identification and Legal Consequences of Obligations Erga Omnes in International Law UN Doc. A/80/10

［法源・条約法］
青野 健作 APDとSDGs 創価女子短期大学紀要56
浅田 正彦 留保禁止条約に付された留保相当解釈宣言の法的効果：「条約の留保に関する実行ガイド」を手がかりに 『国家と海洋の国際法(上巻)』
福王 守 条約違反の国内法律とドイツ基本法の国際法親和性原則（一） 駒沢女子大学研究紀要31
松田 浩道 国内法令の条約適合性審査：豚肉差額関税事件 『国際法の理論と実現』
松山 祐平 アメリカ合衆国における州による国際約束の締結：アメリカ合衆国憲法における「条約」と「協約」に着目して 福法69.3
森 肇志 多数国間条約はお嫌いですか？：グローバルな課題への対処における多数国間条約の役割 『国際法で世界がわかる 新版』
森田 章夫 国際法の解釈：条約解釈における当事国「意図」の諸相に着目して〈法解釈の方法論2〉 民商160.6
森田 章夫 私人の権利義務実現を直接目的とする条約：「国際法直接準拠」の一側面として 『国際法の理論と実現』

［国家一般］
雨野 統 不承認主義に基づく認定の法的効果に関する一考察：不承認義務と国際法上の協力義務の関係を踏まえて 『国家と海洋の国際法(上巻)』
新井 京 パレスチナは国家なのか？：国際法上の国家と国家承認の意義 『国際法で世界がわかる 新版』
伊藤 一頼 沖縄が日本から独立するかもしれない？：現在の国際社会における自決権の意義 『国際法で世界がわかる 新版』
大平 真嗣 国家実行から見る政府承認の再考察 『国家と海洋の国際法(上巻)』
小野 義典 日本の出入国管理法制とＥＵの出入国管理法制：台湾法への視座 法政論叢 60.2



加藤 紫帆 立法管轄権を巡る議論における抵触法的観点の意義 法時97.1
川島 富士雄 公法規制の域外適用による管轄権競合への対処方法の発展過程 法時97.1
坂巻 静佳 国家免除の享有資格の展開：独立した法人格を有する主体への拡張 『国際法の理論と実現』
坂巻 静佳 外交官はなにをしても逮捕されない？：外交官と大使館に認められる外交特権 『国際法で世界がわかる 新版』
須網 隆夫 上海協力機構と多極化する世界における国際法 法時97.10
角 奈都子 伝統的管轄権法論の構造・基本権と相互排他的領域 国際法研究15
髙瀬 幹雄 平和と人権の架け橋：国連におけるNGOの可能性について 関東学院34.4
竹内 雅俊 英米法圏における政府承認の遡及原則について 白門76
竹内 真理 国際法からみた執行管轄権の現代的課題 法時97.1
田中 佐代子 タリバンはアフガニスタンを代表する政府か？：政府承認と国連代表権の法的意味 『国際法で世界がわかる 新版』
新倉 圭一郎 韓国の裁判所で日本が訴えられる？：外国国家の裁判権免除 『国際法で世界がわかる 新版』
西村 弓 能動的サイバー防御に関する国際法上の論点〈能動的サイバー防御〉 ジュリ1613
福井 康人 サイバー安全保障分野の対応能力向上に向けて：能動的サイバー防御法及び国連サイバー犯罪条約を活用して CISTECジャーナル220
藤澤 巌 不干渉原則における強制の諸類型：vis absolutaとvis compulsivaの区分の観点から 『国際法の理論と実現』
藤澤 巌 台湾の新総統就任に祝意を表明したら内政干渉？：国際法上の不干渉原則とその射程 『国際法で世界がわかる 新版』
成瀬 剛 デジタルプラットフォームと国際犯罪捜査：電磁的証拠を利用した事例 法時97.1
原田 大樹 行政法学からみた立法管轄権論 法時97.1
渕 圭吾 国際法に違反するかもしれない規律管轄権行使の功罪：FATCAのカナダ法への影響 法時97.1
丸山 政己 国連は絶対的機能不全に陥ったのか：設立 80 年目の危機における国際法上の課題 法時97.11
水島 朋則 日本が外国と結んでいる円滑化協定とは？：外国軍の訪問・駐留と地位協定 『国際法で世界がわかる 新版』
目賀田 周一郎 国家承認制度と多数国間条約 『国家と海洋の国際法(上巻)』
森田 章夫 立法管轄権を規律する法規範：「自由(liberté)」に基底する「基本的立場」の対立に着目して 『国家と海洋の国際法(上巻)』
山田 卓平 一般国際法による一方的強制措置の規制可能性：管轄権規則を中心として 世界法年報44
山田 卓平 ロシア・ウクライナ戦争の制御における国際法の役割：一方的強制措置（経済制裁）の文脈で 『紛争が戦争とならないために』
横溝 大 デジタルプラットフォーム時代の国家管轄権：企画趣旨 法時97.1
和仁 健太郎 国家管轄権に関する議論枠組みの再検討 『国際法の理論と実現』
和仁 健太郎 EUが日本企業を規制する？：国家管轄権の域外適用 『国際法で世界がわかる 新版』

［領域・特殊地域］
石井 由梨佳 海から始まる戦争の防止：ニカラグア＝コロンビア領土海洋紛争を手掛かりに 『紛争が戦争とならないために』
伊藤 一頼 冷戦期デタントの展開とその現代的意義：勢力圏と安全保障をめぐる紛争への対処 『紛争が戦争とならないために』
稲垣 治 、柴田 明穂、西本 健
太郎

我が国の北極政策2015-25：次の10年への示唆 ArCS II 国際法制度課題ブリーフィ
ングペーパー・シリーズ

岩月 直樹 ロシアのウクライナ侵攻を契機とするもう一つの戦争の抑制：第三次世界大戦を現実のものとしないために 『紛争が戦争とならないために』
沖 祐太郎 トルコ・ギリシャ間のエーゲ海・東地中海諸紛争 『紛争が戦争とならないために』
小寺 智史 ビーグル海峡事件：紛争の只中で国際法を語り継ぐ 『紛争が戦争とならないために』
小林 友彦 ポーツマス条約（1905年日露講和条約）が戦前の極東における紛争の抑制・緩和に果たした役割 『紛争が戦争とならないために』
鶴田 順 グレーゾーン事態対処の法的制御 『紛争が戦争とならないために』
豊田 哲也 領域国際法の不確定性とコソボ紛争の余韻 『紛争が戦争とならないために』
西元 宏治 チャゴス諸島領有権紛争における国際裁判所の役割 『紛争が戦争とならないために』
濵本 正太郎 チャド・リビア領土紛争：戦争が紛争になるために 『紛争が戦争とならないために』
深町 朋子 日本は尖閣諸島を中国から「窃取」した？：領域帰属に関する国際法の判断枠組み 『国際法で世界がわかる 新版』
福島 涼史 コルフ島事件（1923年）における国際法の多層性：囲い込まれた復仇 『紛争が戦争とならないために』
許 淑娟 失地回復という問題：ハニシュ諸島紛争とバカシ半島紛争を題材として 『紛争が戦争とならないために』
若狭 彰室 サイバー空間は無法地帯？：新たな課題に対処するための国際的規範形成の諸手段 『国際法で世界がわかる 新版』



［海洋法］
青木 隆 国連海洋法条約第15部の運用 国家と海洋の国際法・柳井俊二先

生米寿記念(下巻)
石井 由梨佳 海域における環境犯罪の国際的規制：領海外におけるプラスチックごみ汚染についての旗国以外の国の刑事的規制を手が

かりに
『国家と海洋の国際法(下巻)』

石塚 智佐 ICJの選択条項受諾宣言における「他の解決方法に合意した紛争」留保の意義：インド洋海洋境界画定事件を中心に 『国家と海洋の国際法(下巻)』
猪又 秀夫 WTO漁業補助金協定に対する暫定評価：既存の国際漁業法との関係において 日本海洋政策学会誌14
大辻 航暉 海面上昇における基線移動／固定説再考：海岸線の後退を補足する新たな枠組みに向けて 日大院54
大辻 航暉 海面上昇による島の海域の喪失についての予備的検討 法政論叢 61.1
岡松 暁子 海洋環境保護における国家の義務：福島第一原子力発電所からのALPS処理水の海洋放出を契機として 『国家と海洋の国際法(下巻)』
小野 純矢 19世紀における領水内の刑事管轄権行使：各国国家実行における理論的対立に着目して 志林122.3
加々美 康彦 マーシャルズ201号事件：国連海洋法条約第121条3項の解釈と米国 『国家と海洋の国際法(下巻)』
河野 真理子 国連海洋法条約第15部の義務的裁判制度における第3節の役割に関する一考察：第297条及び第298条に関する先例を手掛

かりとして
『国家と海洋の国際法(下巻)』

河野 真理子 海洋境界画定に関する原則と手法の国際裁判を通じた明確化と発展 『国際法の理論と実現』
菅野 直之 国連海洋法条約298条1項(b)における「軍事的活動」と「法執行活動」 日本海洋政策学会誌14
菅野 直之 日本近海におけるブイの設置はなにが問題？：大陸棚と島の制度 『国際法で世界がわかる 新版』
黒﨑 将広 船舶制度の国際法構造：社会通念の陥穽と海洋空間における組織的集合体の機能 『国家と海洋の国際法(下巻)』
小島 千枝 海洋における抗議活動と国際法：国連海洋法条約附属書仲裁裁判所アークティック・サンライズ号事件裁定と欧州人権裁判

所Brcan対ロシア判決を手掛かりにして
『国家と海洋の国際法(下巻)』

小島 千枝 海洋法における旗国の排他的管轄権に対する動態的アプローチ : ノースター号事件判決への批判からの示唆 国際124.2
児矢野 マリ 海洋生物多様性の保全と持続可能な海洋資源の利用をめぐる国際法の展開：背景と経緯・到達点・課題、そして日本への示

唆
環境法政策学会誌28

小山 佳枝 水中文化遺産の法的保護：沈没軍艦を素材として 『国家と海洋の国際法(下巻)』
酒井 啓亘 日本による直線基線制度の採用とその背景 『国家と海洋の国際法(下巻)』
佐古田 彰 〈最新動向〉国際海洋法裁判所「気候変動事件」勧告的意見裁判におけるEUの主張 EU法研究16
佐藤 義明 Society5.0と安全保障：『平時』における海底ケーブルの保護 『国家と海洋の国際法(下巻)』
佐俣 紀仁 深海底鉱物開発の「モラトリアム」提案について：国連海洋法条約第145条と「2年ルール」に注目して 『国家と海洋の国際法(下巻)』
下飼手 一郎 国家管轄権外区域の海洋生物多様性に関する新たな国際ルールの成立：BBNJ協定の交渉経緯、国際法上の論点.今後の課

題
『国家と海洋の国際法(下巻)』

下山 憲二 EEZにおける軍事活動の国際法上の再評価：軍事演習の検討を中心に 防衛法研究49
下山 憲二 国際航行に使用される海峡に関する法的課題：通過通航権が適用されない海峡の認定を中心に 『国家と海洋の国際法(下巻)』
瀬田 真 日韓大陸棚境界画定への調停の利用可能性 『国家と海洋の国際法(下巻)』
竹内 真理 自動運航船に対する旗国の義務 『国家と海洋の国際法(下巻)』
竹内 明里 境界未画定海域における海底資源の共同開発：半閉鎖海の事例の検討 『国家と海洋の国際法(下巻)』
田中 清久 国連海洋法条約第293条1項の「国際法の他の規則の適用」の限界と可能性：海洋法と人権法の交錯・相互作用の視点から

の一考察
『国家と海洋の国際法(下巻)』

妻木 伸之 シドラ湾は、「国際法上の湾」なのか? : 第一次シドラ湾事件(1981年8月19日)を題材に 白門76(861)
都留 康子 国家管轄権外の生物多様性の保存に関する協定(BBNJ協定)の実相と今後の課題 『国家と海洋の国際法(下巻)』
中村 秀之 海洋法秩序における私的基準としての船級規則：その違反の効果とその意義 国際123.4
西村 弓 排他的経済水域・大陸棚に設置された海洋人工物に対する沿岸国管轄権 『国家と海洋の国際法(下巻)』
西村 弓 海上におけるグレーゾーン戦略・ハイブリッド戦への対処と国際法 法時97.11
西村 弓 北朝鮮のミサイルが日本海に落ちるとなにが問題？：排他的経済水域と海洋秩序の構造 『国際法で世界がわかる 新版』
西本 健太郎 「大陸棚単一論」の再検討 『国家と海洋の国際法(下巻)』



西本 健太郎 海洋法の発展に対する国際司法裁判所の寄与 『国際法の理論と実現』
西本 健太郎 北極海の航路と資源は誰のもの？：地球温暖化の影響と北極の規制 『国際法で世界がわかる 新版』
堀口 健夫 原発処理水の海洋放出は国際法違反？：海洋汚染の防止に関わる国際法上の義務の観点から 『国際法で世界がわかる 新版』
本田 悠介 COSIS勧告的意見が海洋法の漸進的発展に与える影響：国際海洋法裁判所大法廷の勧告的管轄権をめぐる一考察 『国家と海洋の国際法(下巻)』
三好 正弘 英仏大陸棚仲裁裁判再考 『国家と海洋の国際法(下巻)』
柳井 俊二 国際海洋法裁判所の四半世紀とその貢献(講演) 国際法研究15
來田 真依子 IUU漁業寄港国措置協定における地域漁業機関の役割 大阪経済法科大学大学論集122
Masahiko Asada Sea-Level Rise and the Law of the Sea: Challenges and Resolutions Max Planck Yearbook of United 

Nations Law, Vol. 28.

［空法・宇宙法］
青木 節子 「 軍用無線設備」免除条項の濫用防止をめぐるITUガバナンスの動向 『宇宙法の位相』
青木 節子 新たな軌道上の活動に対する管轄権問題の軽減可能性：宇宙からの「打上げ」を題材として 『国家と海洋の国際法(上巻)』
飯島 隆博 民間事業者の宇宙活動と武力紛争法の適用についての一側面―“reverse distinction”を中心に 『宇宙法の位相』
石井 由梨佳 政府間衛星機関の民営化と通信に対する衡平なアクセスの確保 『宇宙法の位相』
石井 由梨佳 サブオービタル飛行に関する許認可制と審査基準の調和可能性 「弾道飛行等による大陸間輸送事

業に関する法的諸問題に関する研
究会報告書」

石井 由梨佳 テラフォーミングと宇宙における国際法 現代思想53.7
石井 由梨佳 月の資源は誰のもの？：宇宙資源の開発と利活用の法的評価 『国際法で世界がわかる 新版』
岩城 陽大、菊地 耕一 プラネタリーディフェンスに適用される国際法 日本航空宇宙学会誌73.6
大河内 美香 GNSSのジャミングと欺瞞の規制と国家責任の法構造：測位機能保証のための法的・技術的・軍事的視点から 『宇宙法の位相』
風木 淳 〈特別寄稿〉宇宙政策の最近の進展と宇宙法 『宇宙法の位相』
菊地 耕一 宇宙活動に関する国際的な規範とルールの形成に関する一考察：アルテミス合意の含意 『宇宙法の位相』
北村 尚弘 国際宇宙ステーションからの衛星放出事業における法的課題 『宇宙法の位相』
坂巻 静佳 サブオービタル飛行に対する国際航空法・宇宙法の適用 『「弾道飛行等による大陸間輸送事

業に関する法的諸問題に関する研
究会」報告書』

篠宮 元 宇宙法規範の在り方に関する試論：一次規則と二次規則の視点から 『宇宙法の位相』
新谷 美保子、齋藤 俊 日本版スペースポート法制：宇宙活動法の制定経緯を踏まえた検討 『宇宙法の位相』
陶 陽子 スペースデブリ低減における国際法政策の動向 第11回スペースデブリワークショッ

プ講演資料集
中谷 和弘 宇宙旅行時代に対応できるモデル緊急着陸場協定の提案 『宇宙法の位相』
中谷 和弘 民間航空機への「攻撃」をめぐる諸事件の国際航空法へのレガシーと問題提起 『国際法の理論と実現』
二杉 健斗 メガコンステレーション衛星の光害問題をめぐる国際法の意義と課題 空法65
福嶋 雅彦 宇宙条約第9条の「妥当な考慮」（due regard）の分析 『宇宙法の位相』
古畑 真美 国際航空法制度の枠組み 運輸と経済85.7
星 諒佑 宇宙ベンチャーにおけるリスクマネジメントと法務の役割 『宇宙法の位相』
増田 史子 1999年モントリオール条約とCJEU : 条約解釈に関する一考察 空法65
増田 史子 モントリオール条約に関する CJEU 判例の紹介 岡法74.3=4
武藤 義行 宇宙資源の所有権に関する理論的課題：宇宙資源法5条に着目した検討 『宇宙法の位相』

［個人・人権］
秋山 肇 無国籍から問う国際秩序と人権保障 国際政治215
吾郷 眞一 「ビジネスと人権」と労働：人権法の中での労働権の主流化 『国家と海洋の国際法(上巻)』



吾郷 眞一 移住労働者の権利の国際的保護：条約に代わるものの可能性と限界 『移住労働者とその家族の人権』
有江 ディアナ 外国人の「マイノリティ」としての権利享有の検討 『移住労働者とその家族の人権』
伊藤 和子 ビジネスと人権に関するハードロー化の展開：ライツホルダーの視座からの国際法の課題 早法100.3
伊藤 一頼 国際法における自決概念の原初的形態 『国際法の理論と実現』
伊藤 慎也 刑務所における「強制労働」の終焉？ ― 社会権規約から見た刑法等改正と拘禁刑創設 国際人権36
浦山 聖子 国際移動の正義：リベラリズムと入国在留管理 弘文堂
エドアルド・ストッピオーニ（著），
渡辺 豊（訳）

ヨーロッパ人権裁判所と性的マイノリティの権利：近年の事例における進展と限界 EU法研究16

江島 晶子、ハムダモワ フィルー
ザ（著），樋口 惟月、山部 悠喜
（訳）

伝統的社会におけるジェンダー平等の確保：ウズベキスタンが負う国際的義務としてのジェンダー平等確保に関する国際基準
の実施

法時97.10

大谷 美紀子 国連子どもの権利委員会における子どもと武力紛争に関する活動の展開 国際人権36
大橋 佳美 移行期正義における武力紛争下の人権侵害の救済：人権条約に基づく判決と勧告の比較 国際人権36
大山 知康 性同一性障害者特例法生殖不能要件最高裁違憲決定から考える：当事者が国際人権法を主張する意義 国際人権36
小坂田 裕子 欧州人権条約第3条の違法性審査における人間の尊厳概念の役割：欧州人権裁判所2015年9月28日大法廷判決Bouyid対ベ

ルギー
『国家と海洋の国際法(上巻)』

小坂田 裕子 先住民族の権利をめぐる国際的潮流とアイヌ民族 自由と正義76.7
小坂田 裕子 アイヌへのレイシズムに潜む「権利と文化二分論」―不可視の植民地主義と法学の責任 現代思想53.15
小畑 郁 国際人権の思想と国民国家の基本法としての憲法による基本権保障とのあいだ 『法の科学』56
小畑 郁 戦後日本の外国人法と国際法・人権条約：「国際慣習法」/「特別の条約」の二元・棲み分け構造とその克服への展望 『移住労働者とその家族の人権』
加藤 雄大 「特定の社会的集団の構成員であること」とAcosta事件（1985年） 難民研究ジャーナル14
北村 泰三 庇護の外部化と国際人権・難民法 『国家と海洋の国際法(上巻)』
北村 泰三 移住労働者権利条約と移民グローバル・コンパクトにおける「正規化」の意義 『移住労働者とその家族の人権』
キム ジェウォン（著），佐々木 亮
（訳）

「障害者差別の禁止および障害者への権利侵害に対する救済等に関する法律」の制定と同法の下での救済措置請求訴訟の
現状

人権判例報10

桐山 孝信 先住民族の権利をめぐる国際法と日本 ： 文化享有権を超えて 国際開発研究フォーラム
久保庭 慧 文化多様性と脱成長論：持続可能な文化的開発からの批判的アプローチ 中央大学社会科学研究所年報29
小寺 智史 人権デューディリジェンスってなに？：「ビジネスと人権」に関する国連の取り組み 『国際法で世界がわかる 新版』
近藤 敦 国籍の原則と帰化の裁量に関する憲法上の要請違反：難民帰化訴訟に寄せて 名城75.1
齊藤 笑美子 人的マイノリティに関するヨーロッパ人権裁判所の判例：進展と限界 人権判例報9
齊藤 正彰 国際人権訴訟と日本国憲法 北法75.5-6
齊藤 正彰 国内人権機関をめぐる現況〈「誰もが自分らしく生きられる社会」の実現に向けて／憲法バイ・デザインの観点から〉 法学館32
齊藤 正彰 外国人の人権とマクリーン判決：出入国管理の憲法的統制 北法76.1=2
坂元 茂樹 中国人権外交の転換：人権分野における「相互に有益な協力」概念をめぐって 『国家と海洋の国際法(上巻)』
坂元 茂樹 二重国籍者の国籍剥奪：主権と人権のはざまで 『移住労働者とその家族の人権』
篠原 翼 スポーツ関連紛争におけるヨーロッパ人権条約上の積極的義務の履行主体に関する一考察 中京ロー43
篠原 翼 人権の視点からみた「スポーツと国籍」に関する一考察 国際人権36
篠原 翼 Eスポーツ・ゲーム産業における人権問題の現状と課題整理 筑波95
篠原 翼、杉山 翔一 欧州司法裁判所Diarra判決と移籍制度の転換点 公取894
申 惠丰 日本の人権水準：国際人権の視点から〈「人権」で社会をどう変えるか：人権問題の「現場」としての日本社会〉 法民604
杉木 志帆 移住労働者の受入れ過程における人権条約上の受入国の義務：不当な費用徴取からの技能実習生候補者の保護 『移住労働者とその家族の人権』
大道寺 隆也 選別と排除に抗する：避難民対応をめぐる人権と人道 国際人権36
竹内 真理 「ウクライナ難民」は難民ではない？：国際法上の難民の意味と位置づけ 『国際法で世界がわかる 新版』
谷口 洋幸 「ビジネスと人権」とLGBTQ NBL1284
谷口 洋幸 女性同士の性行為を処罰する刑法規定の条約適合性 国際女性38



谷口 洋幸 日本のLGBTQ関連法政策への国際人権法の影響 民法研究13
谷口 洋幸 自由権規約委員会の同性婚勧告に関する一考察 『国家と海洋の国際法(上巻)』
土屋 志穂 国際投資仲裁における先住民の権利保護 海外事情73.5
鉄矢 愛雛 意見表明権の保障による子どもの最善の利益原則の再考 龍谷院27
寺嶋 太郎 国際人権から見た軍事司法(1)：裁判を受ける権利に関する問題を中心に 比雑58.4
寺嶋 太郎 国際人権から見た軍事司法(2)：裁判を受ける権利に関する問題を中心に 比雑59.1
寺谷 広司 国連人権条約機関における国家報告制度の運用実務：自由権規約委員会を例に 『国家と海洋の国際法(上巻)』
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楢﨑 みどり 気候変動訴訟と「ビジネスと人権」 国際124.1
西村 泰子 日本の人権外交 国際人権36
根岸 陽太 複層的暴力に抗する「尊厳ある生への権利」：分離壁に穿たれた裂け目から 国際人権36
根岸 陽太 国際人権判例を比較する：他者の沈黙に耳を澄ます法の賢慮 人権判例報10
田村 恵理子 環境権をめぐる日本国憲法上の議論を再考する：国際法からの影響を中心に 宮崎公立大学人文学部紀要33.1
初川 彬 社会権規約の漸進的実現と最低限の中核的義務の検討 一法24.2
早川 のぞみ アレクシーの基本権理論をめぐる国際的な人権保障への応用：その議論状況についての一考察 『法の理論43』
春山 習 性同一性障害特例法違憲決定における国際人権法 国際人権36
久岡 康成 自由権規約の有罪判決に対して上訴する権利と憲法32条の裁判を受ける権利：控訴審有罪自判に対する上訴を念頭に 立命417=418
藤田 大智 精神障害者の平等権とその形成実態：障害者権利条約個人通報事案の分析を通して 横法34.2
古谷 修一 自由権規約の域外適用：人権保護義務の拡張と限界 『国際法の理論と実現』
古谷 修一 人権侵害の集積としての武力紛争：国際人権法の適用を導く背景 国際人権36
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ハンセン病患者・回復者及びその家族に対する差別撤廃に関する特別報告者ベアトリス・ミランダ・ガラルサの報告書 関法75.2

ペドリサ ルイス スペインにおける国際人権法の適用と位置づけ 独協126
前田 直子 非正規(irregular)労働者とその家族の権利保障：移住労働者権利条約(CMW)の視点から 『移住労働者とその家族の人権』
松田 浩道 『個人』をめぐる憲法と国際人権法の交錯 YOL2503001-2503009
松山 祐平 アメリカ合衆国における外国人不法行為法の制定経緯と適用範囲：条約を根拠とする訴訟と訴訟原因の付与に着目して 福岡69.4
水鳥 能伸 入管収容と人身保護法：フランス法との対比も含めて 法雑71.3=4
薬師寺 公夫 移住労働者及びその家族構成員の権利の人権としての再構成の意義：移住労働者等権利条約の構造 『移住労働者とその家族の人権』
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吉田 曉永 中央アジア諸国における国連人権条約機関の見解の国内的実施：日本への教訓 法時97.10
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ポーツの進展に向けて

志林122.4
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平 覚 WTO紛争解決手続の機能不全の打開のために：対抗措置に関する一般国際法への再帰の可能性 『国際法の理論と実現』
月吉 都 排除における不可欠施設法理とレバレッジの重畳適用の可能性（Google Shopping事件2024年９月欧州司法裁判所判決ほか
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鶴田 順、筑紫 圭一 プラスチック規制 法教544
遠井 朗子 昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）：その成果と課題 環境法政策学会誌28
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薬師寺 公夫 岐路に立つ国家責任条文：総会第6委員会における最終形態をめぐる攻防 『国家と海洋の国際法(上巻)』

［国際刑事法］
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東澤 靖 国際刑事法と人権(5) 明学119
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岡田 陽平 WHOはパンデミックを防げるのか？：保健衛生分野における国際協力のあり方 『国際法で世界がわかる 新版』
金城 美幸 パレスチナ人の法的闘争を読み解く：国連と国際法を通した連帯のために 現代思想53.2
佐俣 紀仁 世界銀行と国際法：アカウンタビリティ・メカニズムの導入とその法的な意義 国際法研究15
大道寺 隆也 国際機構における「難民」観の変遷：難民をめぐる《批判的国際機構論》試論 青法66.3=4
高橋 力也 国際法の仮面を抱いて：国際連盟脱退論争にみる立作太郎の外交論 国際法研究15
豊田 哲也 安保理常任理事国を当事者とする侵略戦争において国連にできることはあるか 『紛争が戦争とならないために』
根岸 陽太 国際連合の原罪と贖罪：「法による支配」から「法の支配」へ 現代思想53.2
早川 修 炭素国境調整措置に関する紛争の回避は可能か：WTOにおける貿易と環境の教訓を踏まえて 国際法研究15
丸山 政己 国連は世界の平和を守れない？：集団安全保障制度の意義と限界 『国際法で世界がわかる 新版』
森 肇志 ウクライナ侵攻ロシア非難決議に関する各国の評価の意義 : 国際連合総会第11回緊急特別会期における議論構造 国際124.1
山田 哲也 国際行政連合・再考：「協力の国際法」の起点として 『国家と海洋の国際法(上巻)』

［ＥＵ法］
石川 智也 EUのAI法の実務対応と今後の展望 ジュリ1616
石川 智也 EUデータ法の下でのデータへのアクセス権と営業秘密保護の調和および日本のデータ利活用法制への示唆 情報ネットワーク・ローレビュー24
伊藤 一頼 デジタル製品パスポートはグローバルな規制モデルとなりうるか：国際法の観点からの検討 法時97.8
伊藤 洋一 EUの国際ルール形成力に関する若干の考察 法時97.8
上田 廣美 ジェンダー・バランスと会社法 『EU法の参照可能性』
大藤 紀子 国家の主権と国家共同体の統一性：EUにおける「参照」の機能 『EU法の参照可能性』
春日 偉知郎 EU（欧州連合）における民事司法協力の構図：基本的な枠組みと手続規則の要点(2・完) 関法75.2
木下 由香子 EUデューディリジェンス義務化の規制再構成の行方：日本企業への波及と課題と機会 法時97.8
木村 響、羽深 宏樹 EUサステナビリティ規制における分散型ガバナンスの試み 法時97.8
黒岩 容子 性差別への法的取組みとEU法の参照可能性 『EU法の参照可能性』
黒川 洋行 オルド自由主義の経済思想がEEC設立条約に与えた影響 日本EU学会年報45



VANDE WALLE Simon データ空間と競争法の課題：Gaia-X，Catena-Xでの経験から得られた教訓 法時97.8
佐川 友佳子 刑事手続における当事者の権利保障：EU法の参照可能性について 『EU法の参照可能性』
佐藤 以久子 EU庇護法の参照：難民認定の規範的解釈に向けて 『EU法の参照可能性』
佐藤 智恵 海洋の利用と海洋環境保護の必要性：EUにおける海洋空間計画の役割 日本EU学会年報45
佐藤 智恵 エネルギー危機におけるEUのエネルギー政策に係る連帯原則(Solidarity)の意義 EU法研究17
柴崎 洋一 EU機能条約101条/102条(競争法)のポイント(5)：EU競争法・加盟国競争法の管轄及びEUの三権分立(誌上セミナー) 際商53.2
杉崎 弘 〈最新動向〉EU運営条約102条ガイダンスの改訂 EU法研究16
大道寺 隆也 日本の入管法改正におけるEU法の参照：補完的保護制度に着目して 『EU法の参照可能性』
多田 英明 EU競争法の参照可能性：国家補助規制を手がかりに 『EU法の参照可能性』
田中 素香 EUの中国EVへの追加関税と対中国通商政策 日本EU学会年報45
土屋 仁美 EU食品安全分野におけるイノベーションの推進と透明性の確保 志林122.4
寺田 麻佑 欧州電池規則とデジタル製品パスポートの制度設計と課題 法時97.8
戸田 五郎 EU送還政策の行方 『移住労働者とその家族の人権』
内記 香子 EU「バッテリーパスポート」「デジタル製品パスポート」の実施課題と日本の産業界への影響 EU法研究17
中西 康 国際裁判管轄に関する日本の立法及び解釈における，EU法の参照可能性 『EU法の参照可能性』
中西 優美子 動物福祉と宗教の自由をめぐる欧州における裁判官対話4(10)：EU法における先決裁定手続に関する研究60 自研101.2
中西 優美子 EU生息地指令とオオカミの保護3(8)：EU法における先決裁定手続に関する研究61 自研101.4
中西 優美子 EUの代表と国際協定の署名権限：EC企業法判例研究311 際商53.2
中西 優美子 巻頭言　EUの司法制度改革：先決裁定をめぐる一般裁判所の管轄権 EU法研究17
中西 優美子 共通外交安全保障政策(CFSP)に関する措置に対するＥＵ司法裁判所の先決裁定を下す管轄権(Ⅰ11) 自研101.8
中西 優美子 西サハラ領域からの農産品の輸入にかかわる共通通商政策と消費者保護(Ⅲ(9))：EU法における先決裁定手続に関する研究

64
自研101.10

中村 民雄 序章　EU法の参照可能性を問う 『EU法の参照可能性』
中村 民雄 個人情報保護法におけるEU法の参照可能性：義務体系国における権利の鑑 『EU法の参照可能性』
中村 民雄 EUの新たな規制像と日本：持続可能な世界のための日欧連携 法時97.8
中村 民雄 結章　日本におけるEU法の参照可能性 『EU法の参照可能性』
南波 慧 EUにおける保護者に同伴されない子どもの保護と国境管理 日本EU学会年報45
西垣 秀樹 ユーロ圏の金融システムのストレスがECBの政策金利に与える影響：ARDLモデルによる実証分析 日本EU学会年報45
橋本 陽子 労働立法におけるEU法の参照可能性：間接差別，会社分割と事業譲渡および有期雇用法制を素材として 『EU法の参照可能性』
早川 有紀 デジタル経済におけるEUのグローバルスタンダード設定とその影響力：GDPRが個人情報保護法に与えた制度的影響の分析 法時97.8
堀 隼大 EU競争法における協調行為概念の外延：間接的情報交換に着目して 日本EU学会年報45
三浦 哲男 EUのAI規制法の動向：デジタル社会の課題5 際商53.3
山岸 和彦 我が国のスマホソフトウェア競争促進法におけるEUデジタル市場法(Digital Markets Act)の参照 『EU法の参照可能性』
山本 いづみ 2020年代前半におけるEUスキル政策の展開と特徴：欧州スキル年を中心に 日本EU学会年報45
横山 真規雄 多様性の中の統合（Unity in diversity）」を目指すEUにおける社会的統制手段としてのソフトロー 国際開発学研究24.2
吉本 文 個人に対するEUの制裁措置と日本へのインプリケーション：ヤヌコーヴィチ元ウクライナ大統領に対するEUによる制裁を題材

として
『EU法の参照可能性』

渡辺 昭成 EU競争法における環境政策の位置づけ 早法100.3

［紛争の平和的解決］
稲角 光恵 国際司法裁判所及び国際刑事裁判所における非被害国による国際裁判手続の意義と課題 金沢672
植木 俊哉 国際司法裁判所と“audiatur et altera pars”原則の適用 『国際法の理論と実現』
掛江 朋子 紛争変容の手法としての「対話」研究 横法33.2
魏 吉源 国際裁判による国際義務履行監視の可能性と限界：「対世的義務」に関連するICJ争訟事件を素材に(1) 名法306
魏 吉源 国際裁判による国際義務履行監視の可能性と限界：「対世的義務」に関連するICJ争訟事件を素材に(2・完) 名法307



小林 友彦 同一紛争処理制度下で争点が共通する複数事案が同時並行して進行する場合の法的課題 『国家と海洋の国際法(上巻)』
酒井 啓亘 国際司法裁判所規程第63条訴訟参加の戦略的利用と裁判所の対応：ジェノサイド条約上のジェノサイドに係る主張事件での

手続的規律
『国際法の理論と実現』

坂本 一也 国際司法裁判所におけるジェノサイド条約に関する近年の訴訟とその意義 岐阜大学教育学部研究報告（人文
科学）73(2)

新谷 里美 投資仲裁と欧州人権裁判所による比例性テスト適用の比較 国際法研究15
須網 隆夫 ヨーロッパにおける裁判官の独立：裁判官対話によるヨーロッパ基準の生成 『国家と海洋の国際法(上巻)』
竹内 真理 国際法学の実務と理論における学際性：国際裁判を素材に 『国家と海洋の国際法(上巻)』
玉田 大 気候変動に関する国際海洋法裁判所の勧告的意見 YOL L2501010
玉田 大 国際海洋法裁判所の暫定措置要件 『国家と海洋の国際法(下巻)』
玉田 大 国際裁判所がガザ紛争の停戦を命じる？：国際司法裁判所の機能をめぐる新展開 『国際法で世界がわかる 新版』
中島 啓 国際裁判におけるオンライン審理手続 『国家と海洋の国際法(上巻)』
中島 啓 国際裁判に供するデジタル証拠の開示を目的とした米国ディスカバリ制度の利用可能性 『国際法の理論と実現』
中野 俊一郎 仲裁と国際人権法 JCAジャーナル72.7
西 平等 自決原則に基づく分離要求への国際連盟理事会の対応：オーランド諸島帰属問題（1920年） 『紛争が戦争とならないために』
西村 弓 国際司法裁判所における仮保全措置の付随性と自律性 『国際法の理論と実現』
福永 有夏 北アイルランド和平とブレグジット 『紛争が戦争とならないために』
毛利 陽人 ICJ 訴訟参加手続の最近の利用に関する一考察 : 訴訟参加手続の積極的利用を通じたジェノサイド条約体制の発展可能性 一法 24.3
森川 俊孝 投資条約における択一規定（fork-in-the-road provision）と条約仲裁廷の管轄権 『国家と海洋の国際法(上巻)』
山形 英郎 国際司法裁判所における貨幣用金原則の再構成 『国家と海洋の国際法(上巻)』
李 禎之 国家が司法判断・仲裁判断を拒否するとき：近年の実行とその評価 国際123.4
李 禎之 国際紛争平和的処理手続による紛争制御の試み：コスタリカの例 『紛争が戦争とならないために』
李 禎之 ウクライナ侵攻を国際裁判所に訴えるには？：国際司法裁判所の管轄権 『国際法で世界がわかる 新版』

［武力行使・安全保障・平和維 持］
新井 京 海上阻止活動の根拠としての自衛権の「拡張的・修正主義的」解釈について 『国家と海洋の国際法(下巻)』
石井 由梨佳 標的制裁における適正手続保障：制裁指定根拠とその開示を中心に 『国際法の理論と実現』
川岸 伸 ロシアはウクライナを「侵略」した？：国際法による武力行使の規制 『国際法で世界がわかる 新版』
黒崎 将広 海空域インシデントと武力紛争の間：領域侵入事案に見る国際法の紛争制御機能 『紛争が戦争とならないために』
酒井 啓亘 能動的サイバー防御の国際法上の意義と課題 法時97.11
豊田 哲也 侵略戦争・侵略的武力行使の禁止について 『法の理論43』
西 平等 正当な武力行使の限界：自衛権・集団安全保障の秩序論的位置づけについて 『法の理論43』
福島 涼史 パレスティナ武力紛争における人道的介入論の役割：古典的目的－手段枠組みの応用可能性 『紛争が戦争とならないために』
藤澤 巌 一国の領域への外国軍隊派遣における領域国の要請(request)と同意(consent) 国際法研究15
堀之内 秀久 国連平和協力法案：安全保障法制の原点 『国家と海洋の国際法(上巻)』
真山 全 日本の新安全保障法制の抑制性による国際法抵触という逆説的局面：集団的自衛権の行使形態論に触れつつ 『国家と海洋の国際法(上巻)』
三上 正裕 集団的自衛権のジレンマ：NATOとウクライナ戦争 『国家と海洋の国際法(上巻)』
村角 愛佳 同意に基づく武力行使の理論と実践(2)：国家対国家的視座と人間的視座による武力行使禁止原則の二元的理解 論叢195.6
村角 愛佳 同意に基づく武力行使の理論と実践(3)：国家対国家的視座と人間的視座による武力行使禁止原則の二元的理解 論叢196.3
村角 愛佳 同意に基づく武力行使の理論と実践(4)：国家対国家的視座と人間的視座による武力行使禁止原則の二元的理解 論叢197.1
村角 愛佳 同意に基づく武力行使の理論と実践(5)：国家対国家的視座と人間的視座による武力行使禁止原則の二元的理解 論叢197.4
村角 愛佳 同意に基づく武力行使の理論と実践(6・完)：国家対国家的視座と人間的視座による武力行使禁止原則の二元的理解 論叢197.5
本吉 祐樹 国連憲章下における集団的自衛権の枠組み：昨今の国家実行と学説を踏まえて 日法 91.2
森 肇志 ウクライナ侵攻ロシア非難決議に関する各国の評価の意義：国際連合総会第11回緊急特別会期における議論構造 国際124.1
森 肇志 ベルギーのコンゴ干渉（1960年）と在外自国民保護：国連安全保障理事会における議論構造 『国際法の理論と実現』



森 肇志 武力行使禁止原則の再検討に向けて：国連憲章成立過程と2010年代の武力行使 『正義が勝つのか？』
劉 星言 18世紀のヨーロッパ国家体系における「勢力均衡」：ユトレヒト条約を素材として 早誌76.1

［軍縮・軍備管理］
阿部 達也 大量破壊兵器のタブー：リアルに対応する制度のリアル 法時97.11
岩本 誠吾 軍縮条約による戦闘手段の非対称性問題：ウクライナ事案とリトアニア事案を素材として 産法58.4
岩本 誠吾 対人地雷禁止条約の違反と脱退：ロシア・ウクライナ戦争を契機として 産法59.2
大下 隼 国際原子力機関による原子力の平和的利用の促進：原子力技術協力事業における「法の適正過程」の確保 早法100.2
黒澤 満 核問題の新たな展開と今後の課題：核兵器禁止条約・ウクライナ戦争・核軍縮 阪法75.2
山田 寿則 核兵器禁止条約第３回締約国会合の成果と課題〈憲法９条実現のために59〉 法民598

［戦争法・人道法・中立法］
新井 京 占領の「違法性」をめぐって 『法の理論43』
新井 京 武力紛争統御における国際人道法の役割 『紛争が戦争とならないために』
新井 京 国際人道法における「人」 国際人権36
岩本 誠吾 AI民生利用、AI軍事利用およびAI自律兵器における法規制の関係性 : 2024年度 京都産業大学世界問題研究所紀

要40
岩本 誠吾 国際人道法における新兵器の法的審査制度とAI兵器の登場による当該制度の変容 産法59.2
浦口 薫 海戦における付随的損害をめぐる一考察 : 軍事目標に転化した商船の乗員に焦点を当てて 戦略研究37
浦口 薫 陸戦と海戦における欺まん措置の規制 海事史研究82
川岸 伸 非国際的武力紛争における戦争犯罪の範囲(1)：ICCをめぐって 静法29.2
川岸 伸 非国際的武力紛争における戦争犯罪の範囲(2)：ICCをめぐって 静法30.1
黒﨑 将広 戦争に勝つためなら病院を攻撃してもよい？：武力紛争法における内在的制約としての軍事的必要性と人道性 『国際法で世界がわかる 新版』
坂本 まゆみ 国際法上の武力紛争の「終わり」再考：ロシア・ウクライナ戦争収束への取り組みを軸として 『国家と海洋の国際法(下巻)』
佐々木 絃 長期占領をめぐる国際法の発展：2024年パレスチナ勧告的意見を通じた検討 同法77.1
佐藤 量介 中立法の現代的位相：被侵略国に対する兵器供与の法的位置づけを中心に 成城92
田村 恵理子 自律性兵器システムの定義問題と国際人道法の法的性質 人道研究ジャーナル14
田村 恵理子 自律性兵器システムと国際人道法：その適用をめぐる諸問題の検討 宮崎公立大学人文学部紀要32.1
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